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Ⅰ.リスクアセスメントによる現状分析・評価の実施

� ＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価について

� ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施

＜目的＞＜目的＞＜目的＞＜目的＞

� ＪＡ経営の現状分析を通じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題ＪＡ経営の現状分析を通じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題ＪＡ経営の現状分析を通じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題ＪＡ経営の現状分析を通じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題

か、経営改善による収益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目か、経営改善による収益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目か、経営改善による収益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目か、経営改善による収益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目

標や双方の課題認識を行います。標や双方の課題認識を行います。標や双方の課題認識を行います。標や双方の課題認識を行います。

� ＪＡの本格的なリスクマネジメント態勢を構築する際にＪＡの現状を十分に理解することは、ＪＡの本格的なリスクマネジメント態勢を構築する際にＪＡの現状を十分に理解することは、ＪＡの本格的なリスクマネジメント態勢を構築する際にＪＡの現状を十分に理解することは、ＪＡの本格的なリスクマネジメント態勢を構築する際にＪＡの現状を十分に理解することは、

実務として実務として実務として実務として有効に有効に有効に有効に機能するリスクマネジメントを構築・実践するうえで必要不可欠といえま機能するリスクマネジメントを構築・実践するうえで必要不可欠といえま機能するリスクマネジメントを構築・実践するうえで必要不可欠といえま機能するリスクマネジメントを構築・実践するうえで必要不可欠といえま

す。す。す。す。

� 現状の財務や内部統制、信用・経済などのリスク認識を客観的に認識していくことは、こ現状の財務や内部統制、信用・経済などのリスク認識を客観的に認識していくことは、こ現状の財務や内部統制、信用・経済などのリスク認識を客観的に認識していくことは、こ現状の財務や内部統制、信用・経済などのリスク認識を客観的に認識していくことは、こ

れから何に対処すべきなのかを明確に認識し、重点的に対処すべき事項を明確にするこれから何に対処すべきなのかを明確に認識し、重点的に対処すべき事項を明確にするこれから何に対処すべきなのかを明確に認識し、重点的に対処すべき事項を明確にするこれから何に対処すべきなのかを明確に認識し、重点的に対処すべき事項を明確にするこ

とになります。とになります。とになります。とになります。
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Ⅰ.リスクアセスメントによる現状分析・評価の実施

� ＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価について

� ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施

＜内容＞＜内容＞＜内容＞＜内容＞

� リスクマネジメントに関わる現状評価手続きは、主に①財務分析、②内部統制評価、③リリスクマネジメントに関わる現状評価手続きは、主に①財務分析、②内部統制評価、③リリスクマネジメントに関わる現状評価手続きは、主に①財務分析、②内部統制評価、③リリスクマネジメントに関わる現状評価手続きは、主に①財務分析、②内部統制評価、③リ

スクマネジメントツールを活用したリスクテイク状況の確認が主な内容になります。スクマネジメントツールを活用したリスクテイク状況の確認が主な内容になります。スクマネジメントツールを活用したリスクテイク状況の確認が主な内容になります。スクマネジメントツールを活用したリスクテイク状況の確認が主な内容になります。

� 財務分析では、過去３年間程度の財務諸表を中心に当該ＪＡ経営における資産の動きと財務分析では、過去３年間程度の財務諸表を中心に当該ＪＡ経営における資産の動きと財務分析では、過去３年間程度の財務諸表を中心に当該ＪＡ経営における資産の動きと財務分析では、過去３年間程度の財務諸表を中心に当該ＪＡ経営における資産の動きと

現状現状現状現状分析を通じて当該ＪＡ分析を通じて当該ＪＡ分析を通じて当該ＪＡ分析を通じて当該ＪＡのキャッシュフローＣＦの動きを把握します。資産、負債の動きのキャッシュフローＣＦの動きを把握します。資産、負債の動きのキャッシュフローＣＦの動きを把握します。資産、負債の動きのキャッシュフローＣＦの動きを把握します。資産、負債の動き

と収益、ＣＦを対比することで当該ＪＡの財務構造を把握し、最も効率的な収益確保のたと収益、ＣＦを対比することで当該ＪＡの財務構造を把握し、最も効率的な収益確保のたと収益、ＣＦを対比することで当該ＪＡの財務構造を把握し、最も効率的な収益確保のたと収益、ＣＦを対比することで当該ＪＡの財務構造を把握し、最も効率的な収益確保のた

めの課題の認識を行います。めの課題の認識を行います。めの課題の認識を行います。めの課題の認識を行います。

� 内部統制評価では、現在のＪＡで実施しているリスクマネジメントの仕組みを把握したうえ内部統制評価では、現在のＪＡで実施しているリスクマネジメントの仕組みを把握したうえ内部統制評価では、現在のＪＡで実施しているリスクマネジメントの仕組みを把握したうえ内部統制評価では、現在のＪＡで実施しているリスクマネジメントの仕組みを把握したうえ

でリスクマネジメント態勢の有効性の検証を行います。リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡでリスクマネジメント態勢の有効性の検証を行います。リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡでリスクマネジメント態勢の有効性の検証を行います。リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡでリスクマネジメント態勢の有効性の検証を行います。リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡ

サイクルにおけるプロセスチェックを通じて評価を行います。サイクルにおけるプロセスチェックを通じて評価を行います。サイクルにおけるプロセスチェックを通じて評価を行います。サイクルにおけるプロセスチェックを通じて評価を行います。

� 現状のリスク量の把握について、リスクマネジメントツールを利用した信用・経済（経済に現状のリスク量の把握について、リスクマネジメントツールを利用した信用・経済（経済に現状のリスク量の把握について、リスクマネジメントツールを利用した信用・経済（経済に現状のリスク量の把握について、リスクマネジメントツールを利用した信用・経済（経済に

関しては特定部門）などのリスク認識を行ったうえで、財務分析とあわせて収益性とリスク関しては特定部門）などのリスク認識を行ったうえで、財務分析とあわせて収益性とリスク関しては特定部門）などのリスク認識を行ったうえで、財務分析とあわせて収益性とリスク関しては特定部門）などのリスク認識を行ったうえで、財務分析とあわせて収益性とリスク

の関係からの課題点の把握と改善方向について検討を行っていきます。の関係からの課題点の把握と改善方向について検討を行っていきます。の関係からの課題点の把握と改善方向について検討を行っていきます。の関係からの課題点の把握と改善方向について検討を行っていきます。
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Ⅰ.リスクアセスメントによる現状分析・評価の実施

� ＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価についてＪＡ向けリスクアセスメントによる現状評価について

� ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施ＪＡ向けリスクマネジメントに関わる現状評価手続きの実施

����現状の評価と分析現状の評価と分析現状の評価と分析現状の評価と分析����リスク量リスク量リスク量リスク量分析分析分析分析

リスクアセスメントの課題リスクアセスメントの課題リスクアセスメントの課題リスクアセスメントの課題認識認識認識認識����ＪＡの理解と特ＪＡの理解と特ＪＡの理解と特ＪＡの理解と特

定課題認識定課題認識定課題認識定課題認識����

財務構造分析財務構造分析財務構造分析財務構造分析

リスクマネジメントの内部統制評価リスクマネジメントの内部統制評価リスクマネジメントの内部統制評価リスクマネジメントの内部統制評価

３



Ⅱ.リスクマネジメントコンサルとリスクアセスメント

� リスクマネジメントコンサルの流れと現状評価リスクマネジメントコンサルの流れと現状評価リスクマネジメントコンサルの流れと現状評価リスクマネジメントコンサルの流れと現状評価

� リスクマネジメントコンサル全体の流れリスクマネジメントコンサル全体の流れリスクマネジメントコンサル全体の流れリスクマネジメントコンサル全体の流れ

� ＪＡ向けのリスクマネジメントコンサル全体の流れは、①ＪＡ向けのリスクマネジメントコンサル全体の流れは、①ＪＡ向けのリスクマネジメントコンサル全体の流れは、①ＪＡ向けのリスクマネジメントコンサル全体の流れは、①リスクアセスメント評価（現状分析リスクアセスメント評価（現状分析リスクアセスメント評価（現状分析リスクアセスメント評価（現状分析

アプローチアプローチアプローチアプローチ）、②）、②）、②）、②リスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチ）、③）、③）、③）、③アドバイザアドバイザアドバイザアドバイザ

リー業務（保守・サポートリー業務（保守・サポートリー業務（保守・サポートリー業務（保守・サポート）の３段階を想定しています。）の３段階を想定しています。）の３段階を想定しています。）の３段階を想定しています。

� 第１段階の第１段階の第１段階の第１段階のリスクアセスメント評価（現状分析アプローチリスクアセスメント評価（現状分析アプローチリスクアセスメント評価（現状分析アプローチリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）では、ＪＡ経営の現状分析を通）では、ＪＡ経営の現状分析を通）では、ＪＡ経営の現状分析を通）では、ＪＡ経営の現状分析を通

じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収じて当該ＪＡのリスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収

益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目標や共通の課題認識益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目標や共通の課題認識益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目標や共通の課題認識益改善効果の把握を行い、ＪＡとコンサルティングにおける改善目標や共通の課題認識

を行います。を行います。を行います。を行います。

� 第２段階の第２段階の第２段階の第２段階のリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチリスクマネジメント構築コンサル（実践適用アプローチ）では、現状評価で設定）では、現状評価で設定）では、現状評価で設定）では、現状評価で設定

された経営改善目標やリスクマネジメントが有効に機能するための課題解決をＪＡとともされた経営改善目標やリスクマネジメントが有効に機能するための課題解決をＪＡとともされた経営改善目標やリスクマネジメントが有効に機能するための課題解決をＪＡとともされた経営改善目標やリスクマネジメントが有効に機能するための課題解決をＪＡととも

に考え、課題解決や実際のリスクマネジメントの構築や高度化を行います。に考え、課題解決や実際のリスクマネジメントの構築や高度化を行います。に考え、課題解決や実際のリスクマネジメントの構築や高度化を行います。に考え、課題解決や実際のリスクマネジメントの構築や高度化を行います。

� 第３段階の第３段階の第３段階の第３段階のアドバイザリー業務（保守・サポートアドバイザリー業務（保守・サポートアドバイザリー業務（保守・サポートアドバイザリー業務（保守・サポート）では、リスクマネジメント態勢を維持して）では、リスクマネジメント態勢を維持して）では、リスクマネジメント態勢を維持して）では、リスクマネジメント態勢を維持して

いくための基礎データや情報の提供に加えてリスクマネジメントや会計、経営課題などにいくための基礎データや情報の提供に加えてリスクマネジメントや会計、経営課題などにいくための基礎データや情報の提供に加えてリスクマネジメントや会計、経営課題などにいくための基礎データや情報の提供に加えてリスクマネジメントや会計、経営課題などに

ついてのアドバイザリーを外部専門機関と連携しながら行っていきます。ついてのアドバイザリーを外部専門機関と連携しながら行っていきます。ついてのアドバイザリーを外部専門機関と連携しながら行っていきます。ついてのアドバイザリーを外部専門機関と連携しながら行っていきます。

４



Ⅱ.リスクマネジメントコンサルとリスクアセスメント

� ＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけ

� 第１段階第１段階第１段階第１段階 リスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）の位置づけリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）の位置づけリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）の位置づけリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）の位置づけ

� とくにリスクアセスメントとくにリスクアセスメントとくにリスクアセスメントとくにリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ評価（現状分析アプローチ評価（現状分析アプローチ評価（現状分析アプローチ）はリスクマネジメント態勢を構築するう）はリスクマネジメント態勢を構築するう）はリスクマネジメント態勢を構築するう）はリスクマネジメント態勢を構築するう

えでも重要なプロセスになります。えでも重要なプロセスになります。えでも重要なプロセスになります。えでも重要なプロセスになります。

� リスクアセスメント評価（現状分析）では、①農協の財務分析、②現行リスクマネジメントのリスクアセスメント評価（現状分析）では、①農協の財務分析、②現行リスクマネジメントのリスクアセスメント評価（現状分析）では、①農協の財務分析、②現行リスクマネジメントのリスクアセスメント評価（現状分析）では、①農協の財務分析、②現行リスクマネジメントの

内部統制としての有効性評価、③次の段階で提供するリスクマネジメントツールによる統内部統制としての有効性評価、③次の段階で提供するリスクマネジメントツールによる統内部統制としての有効性評価、③次の段階で提供するリスクマネジメントツールによる統内部統制としての有効性評価、③次の段階で提供するリスクマネジメントツールによる統

合リスク量の算出と評価、分析を行っています。合リスク量の算出と評価、分析を行っています。合リスク量の算出と評価、分析を行っています。合リスク量の算出と評価、分析を行っています。

� この現状分析を通じて当該ＪＡの経営の全体像を捉え、利益改善の可能性の目安を把握この現状分析を通じて当該ＪＡの経営の全体像を捉え、利益改善の可能性の目安を把握この現状分析を通じて当該ＪＡの経営の全体像を捉え、利益改善の可能性の目安を把握この現状分析を通じて当該ＪＡの経営の全体像を捉え、利益改善の可能性の目安を把握

する。リスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収益改善効する。リスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収益改善効する。リスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収益改善効する。リスクマネジメントが有効に働くためには何が課題か、経営改善による収益改善効

果のためには何が必要かを把握し、次のコンサルステップにおけるコンサルティングにお果のためには何が必要かを把握し、次のコンサルステップにおけるコンサルティングにお果のためには何が必要かを把握し、次のコンサルステップにおけるコンサルティングにお果のためには何が必要かを把握し、次のコンサルステップにおけるコンサルティングにお

ける改善目標をたてる。ける改善目標をたてる。ける改善目標をたてる。ける改善目標をたてる。

５

課題の共有化とリスクマネジメ課題の共有化とリスクマネジメ課題の共有化とリスクマネジメ課題の共有化とリスクマネジメ

ントの有効性の確認ントの有効性の確認ントの有効性の確認ントの有効性の確認



Ⅱ.リスクマネジメントコンサルとリスクアセスメント

� ＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけＪＡ向けリスクアセスメント評価の位置づけ

� リスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）に基づくコンサル期間の見積りリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）に基づくコンサル期間の見積りリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）に基づくコンサル期間の見積りリスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）に基づくコンサル期間の見積り

� リスクアセスメント評価（現状分析）結果に基づいて、当該ＪＡにおけるその有効性と課題リスクアセスメント評価（現状分析）結果に基づいて、当該ＪＡにおけるその有効性と課題リスクアセスメント評価（現状分析）結果に基づいて、当該ＪＡにおけるその有効性と課題リスクアセスメント評価（現状分析）結果に基づいて、当該ＪＡにおけるその有効性と課題

が明確になるために本格的なリスクマネジメント態勢の構築に向けた期間を決定します。が明確になるために本格的なリスクマネジメント態勢の構築に向けた期間を決定します。が明確になるために本格的なリスクマネジメント態勢の構築に向けた期間を決定します。が明確になるために本格的なリスクマネジメント態勢の構築に向けた期間を決定します。

� 複雑な課題が無い場合には、コンサル期間は短期間で済むため、大きなコストはかかり複雑な課題が無い場合には、コンサル期間は短期間で済むため、大きなコストはかかり複雑な課題が無い場合には、コンサル期間は短期間で済むため、大きなコストはかかり複雑な課題が無い場合には、コンサル期間は短期間で済むため、大きなコストはかかり

ません。リスクマネジメント態勢の構築は内部統制の仕組みが良好な場合は短くて半年ません。リスクマネジメント態勢の構築は内部統制の仕組みが良好な場合は短くて半年ません。リスクマネジメント態勢の構築は内部統制の仕組みが良好な場合は短くて半年ません。リスクマネジメント態勢の構築は内部統制の仕組みが良好な場合は短くて半年

程度で済むと推測されます。本格コンサル期間については、ＪＡの評価結果に依存します。程度で済むと推測されます。本格コンサル期間については、ＪＡの評価結果に依存します。程度で済むと推測されます。本格コンサル期間については、ＪＡの評価結果に依存します。程度で済むと推測されます。本格コンサル期間については、ＪＡの評価結果に依存します。

6

リスクマネジメント態勢の構築リスクマネジメント態勢の構築リスクマネジメント態勢の構築リスクマネジメント態勢の構築

に向けた期間の確定に向けた期間の確定に向けた期間の確定に向けた期間の確定



Ⅲ.リスクアセスメント評価の報告内容と特徴

� レポートによるリスクアセスメント評価報告レポートによるリスクアセスメント評価報告レポートによるリスクアセスメント評価報告レポートによるリスクアセスメント評価報告

� レポートの種類は２通りレポートの種類は２通りレポートの種類は２通りレポートの種類は２通り

� リスクアセスメント評価報告は基本的にレポートによる報告を基本にしています。リスクアセスメント評価報告は基本的にレポートによる報告を基本にしています。リスクアセスメント評価報告は基本的にレポートによる報告を基本にしています。リスクアセスメント評価報告は基本的にレポートによる報告を基本にしています。

� レポートは２通りで、①分析結果の詳細な結果を記載した報告書（本文レポートは２通りで、①分析結果の詳細な結果を記載した報告書（本文レポートは２通りで、①分析結果の詳細な結果を記載した報告書（本文レポートは２通りで、①分析結果の詳細な結果を記載した報告書（本文70707070ｐｐｐｐ程度：パワー程度：パワー程度：パワー程度：パワー

ポイント形式）と②詳細な内容を要約した報告書（ポイント形式）と②詳細な内容を要約した報告書（ポイント形式）と②詳細な内容を要約した報告書（ポイント形式）と②詳細な内容を要約した報告書（20202020ｐｐｐｐ ｗｏｒｄ形式：参考資料含む）で報告ｗｏｒｄ形式：参考資料含む）で報告ｗｏｒｄ形式：参考資料含む）で報告ｗｏｒｄ形式：参考資料含む）で報告

ととりまとめを行っています。ととりまとめを行っています。ととりまとめを行っています。ととりまとめを行っています。→→→→（サンプル目次は次ページ以降）（サンプル目次は次ページ以降）（サンプル目次は次ページ以降）（サンプル目次は次ページ以降）

� レポートレポートレポートレポートの報告の報告の報告の報告

� リスクアセスメント評価リスクアセスメント評価リスクアセスメント評価リスクアセスメント評価報告を、ＪＡの常勤役員等、経営層に対して行っていきます。報告を、ＪＡの常勤役員等、経営層に対して行っていきます。報告を、ＪＡの常勤役員等、経営層に対して行っていきます。報告を、ＪＡの常勤役員等、経営層に対して行っていきます。

� この際に使用する資料は、要約したレポートで、この際に使用する資料は、要約したレポートで、この際に使用する資料は、要約したレポートで、この際に使用する資料は、要約したレポートで、①分析結果①分析結果①分析結果①分析結果の要点と課題となる事項（財の要点と課題となる事項（財の要点と課題となる事項（財の要点と課題となる事項（財

務・内部統制・リスクマネジメント）の説明と理解、②総合的リスクマネジメント態勢の構築務・内部統制・リスクマネジメント）の説明と理解、②総合的リスクマネジメント態勢の構築務・内部統制・リスクマネジメント）の説明と理解、②総合的リスクマネジメント態勢の構築務・内部統制・リスクマネジメント）の説明と理解、②総合的リスクマネジメント態勢の構築

を行う際の見通しと効果について、報告をを行う際の見通しと効果について、報告をを行う際の見通しと効果について、報告をを行う際の見通しと効果について、報告を行っています。行っています。行っています。行っています。

７
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Ⅳ.リスクアセスメント評価の内容（現状分析アプローチ）

� リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容

� リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴

以下の柱を中心に評価を行い課題認識の共通化を行います。以下の柱を中心に評価を行い課題認識の共通化を行います。以下の柱を中心に評価を行い課題認識の共通化を行います。以下の柱を中心に評価を行い課題認識の共通化を行います。

� ⅠⅠⅠⅠ 財務分析による収支構造の把握財務分析による収支構造の把握財務分析による収支構造の把握財務分析による収支構造の把握

全体の収支構造と資産構成のバランスを評価し、財務上の課題点を明確にします。全体の収支構造と資産構成のバランスを評価し、財務上の課題点を明確にします。全体の収支構造と資産構成のバランスを評価し、財務上の課題点を明確にします。全体の収支構造と資産構成のバランスを評価し、財務上の課題点を明確にします。

このプロセスは収支構造全体を把握し、本格コンサルを行う際に何を課題点としてすすこのプロセスは収支構造全体を把握し、本格コンサルを行う際に何を課題点としてすすこのプロセスは収支構造全体を把握し、本格コンサルを行う際に何を課題点としてすすこのプロセスは収支構造全体を把握し、本格コンサルを行う際に何を課題点としてすす

めていくか。めていくか。めていくか。めていくか。 個別のＪＡの実情を踏まえた財務上の課題点の把握を行います。個別のＪＡの実情を踏まえた財務上の課題点の把握を行います。個別のＪＡの実情を踏まえた財務上の課題点の把握を行います。個別のＪＡの実情を踏まえた財務上の課題点の把握を行います。

収支構造からみた財務上の課題点の明確化収支構造からみた財務上の課題点の明確化収支構造からみた財務上の課題点の明確化収支構造からみた財務上の課題点の明確化

� ⅡⅡⅡⅡ 内部統制（リスクマネジメント）の有効性評価内部統制（リスクマネジメント）の有効性評価内部統制（リスクマネジメント）の有効性評価内部統制（リスクマネジメント）の有効性評価

現地でのヒアリングを行い、ＪＡで現状運営されているリスク管理やマネジメ現地でのヒアリングを行い、ＪＡで現状運営されているリスク管理やマネジメ現地でのヒアリングを行い、ＪＡで現状運営されているリスク管理やマネジメ現地でのヒアリングを行い、ＪＡで現状運営されているリスク管理やマネジメ ントの有ントの有ントの有ントの有

効性評価をＰＤＣＡサイクルの有効性の観点から実施します。内部統制の有効性評価効性評価をＰＤＣＡサイクルの有効性の観点から実施します。内部統制の有効性評価効性評価をＰＤＣＡサイクルの有効性の観点から実施します。内部統制の有効性評価効性評価をＰＤＣＡサイクルの有効性の観点から実施します。内部統制の有効性評価

のチェックリストと実のチェックリストと実のチェックリストと実のチェックリストと実 際に行っているリスクマネジメント上の仕組みの課題点を明確にし際に行っているリスクマネジメント上の仕組みの課題点を明確にし際に行っているリスクマネジメント上の仕組みの課題点を明確にし際に行っているリスクマネジメント上の仕組みの課題点を明確にし

ます。ます。ます。ます。

ＰＤＣＡからみたリスク管理やマネジメントの有効性評価ＰＤＣＡからみたリスク管理やマネジメントの有効性評価ＰＤＣＡからみたリスク管理やマネジメントの有効性評価ＰＤＣＡからみたリスク管理やマネジメントの有効性評価
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Ⅳ.リスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）

� リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容

� リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴

� ⅢⅢⅢⅢ リスク量に関する把握と分析リスク量に関する把握と分析リスク量に関する把握と分析リスク量に関する把握と分析

実際のツールを使用してできれば経営全体の統合リスク量を算出します。統合リスク実際のツールを使用してできれば経営全体の統合リスク量を算出します。統合リスク実際のツールを使用してできれば経営全体の統合リスク量を算出します。統合リスク実際のツールを使用してできれば経営全体の統合リスク量を算出します。統合リスク

量と自己資本額を比較することで現在の経営の継続性の程度を客観的に把握すること量と自己資本額を比較することで現在の経営の継続性の程度を客観的に把握すること量と自己資本額を比較することで現在の経営の継続性の程度を客観的に把握すること量と自己資本額を比較することで現在の経営の継続性の程度を客観的に把握すること

が目的です。また、全体が目的です。また、全体が目的です。また、全体が目的です。また、全体 のリスク量を算出するには貸出の担保データの整備状況や経のリスク量を算出するには貸出の担保データの整備状況や経のリスク量を算出するには貸出の担保データの整備状況や経のリスク量を算出するには貸出の担保データの整備状況や経

済事業に関済事業に関済事業に関済事業に関 してはしてはしてはしては 管理会計の整備状況に依存します。このため、どのようなデータの管理会計の整備状況に依存します。このため、どのようなデータの管理会計の整備状況に依存します。このため、どのようなデータの管理会計の整備状況に依存します。このため、どのようなデータの

整備が必要に整備が必要に整備が必要に整備が必要に なるかが明確になります。また、将来リスクの状況がある程度把なるかが明確になります。また、将来リスクの状況がある程度把なるかが明確になります。また、将来リスクの状況がある程度把なるかが明確になります。また、将来リスクの状況がある程度把 握でき握でき握でき握でき

るようになります。るようになります。るようになります。るようになります。

利鞘や収支の効率性の分析も行いますので毎期、安定的に収益を確保する利鞘や収支の効率性の分析も行いますので毎期、安定的に収益を確保する利鞘や収支の効率性の分析も行いますので毎期、安定的に収益を確保する利鞘や収支の効率性の分析も行いますので毎期、安定的に収益を確保する ためのためのためのための

課題点の把握を行います。安定収益の観点からの課題点の抽出を行います。課題点の把握を行います。安定収益の観点からの課題点の抽出を行います。課題点の把握を行います。安定収益の観点からの課題点の抽出を行います。課題点の把握を行います。安定収益の観点からの課題点の抽出を行います。

経営全体の統合リスク量からみた経営の継続性の評価経営全体の統合リスク量からみた経営の継続性の評価経営全体の統合リスク量からみた経営の継続性の評価経営全体の統合リスク量からみた経営の継続性の評価

安定収益の確保からみた課題点の明確化安定収益の確保からみた課題点の明確化安定収益の確保からみた課題点の明確化安定収益の確保からみた課題点の明確化
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Ⅳ.リスクアセスメント評価（現状分析アプローチ）

� リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容リスクアセスメント評価の内容

� リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴リスクアセスメント評価の内容と特徴

� ⅣⅣⅣⅣ 総合評価総合評価総合評価総合評価

ⅠⅠⅠⅠからからからからⅢⅢⅢⅢの分析を通じて当ＪＡにとって経営の継続性の維持や安定収益の実現、マの分析を通じて当ＪＡにとって経営の継続性の維持や安定収益の実現、マの分析を通じて当ＪＡにとって経営の継続性の維持や安定収益の実現、マの分析を通じて当ＪＡにとって経営の継続性の維持や安定収益の実現、マ

ネジメントの有効性の確保を図るために何がポイントになるのかを提示していきます。ネジメントの有効性の確保を図るために何がポイントになるのかを提示していきます。ネジメントの有効性の確保を図るために何がポイントになるのかを提示していきます。ネジメントの有効性の確保を図るために何がポイントになるのかを提示していきます。

収支構造・財務構造の課題点、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメントの課題点、経営の収支構造・財務構造の課題点、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメントの課題点、経営の収支構造・財務構造の課題点、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメントの課題点、経営の収支構造・財務構造の課題点、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメントの課題点、経営の

継続性の評価と安定収益からみた課題点を踏まえ、ＪＡとの現状からみた課題認識、継続性の評価と安定収益からみた課題点を踏まえ、ＪＡとの現状からみた課題認識、継続性の評価と安定収益からみた課題点を踏まえ、ＪＡとの現状からみた課題認識、継続性の評価と安定収益からみた課題点を踏まえ、ＪＡとの現状からみた課題認識、

ポイントの共有化を図ります。ポイントの共有化を図ります。ポイントの共有化を図ります。ポイントの共有化を図ります。

課題認識の共有化ならびに改善・改革に向けたポイントの共有化課題認識の共有化ならびに改善・改革に向けたポイントの共有化課題認識の共有化ならびに改善・改革に向けたポイントの共有化課題認識の共有化ならびに改善・改革に向けたポイントの共有化

� ⅤⅤⅤⅤ とりまとめとりまとめとりまとめとりまとめ

とりまとめにあたっては、パワーポイントによる報告書（本冊）８０ページ程度、要旨にとりまとめにあたっては、パワーポイントによる報告書（本冊）８０ページ程度、要旨にとりまとめにあたっては、パワーポイントによる報告書（本冊）８０ページ程度、要旨にとりまとめにあたっては、パワーポイントによる報告書（本冊）８０ページ程度、要旨に

関してはｗｏｒｄ文書関してはｗｏｒｄ文書関してはｗｏｒｄ文書関してはｗｏｒｄ文書10101010～～～～20202020ページ程度のドキュメントとしてとりまとめます。ページ程度のドキュメントとしてとりまとめます。ページ程度のドキュメントとしてとりまとめます。ページ程度のドキュメントとしてとりまとめます。
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サンプル＜内部統制評価＞報告例
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サンプル＜リスク量分析評価＞報告例



Ⅴ.リスクアセスメント評価の期間、手順

� リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算

� リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間

� リスクアセスメント評価の進め方と手順リスクアセスメント評価の進め方と手順リスクアセスメント評価の進め方と手順リスクアセスメント評価の進め方と手順

以下のような手順で進めます。契約に関しては、守秘義務契約書、業務委託契約締以下のような手順で進めます。契約に関しては、守秘義務契約書、業務委託契約締以下のような手順で進めます。契約に関しては、守秘義務契約書、業務委託契約締以下のような手順で進めます。契約に関しては、守秘義務契約書、業務委託契約締

結後、ディスクロジャー誌過去３期分、結後、ディスクロジャー誌過去３期分、結後、ディスクロジャー誌過去３期分、結後、ディスクロジャー誌過去３期分、BISBISBISBISデータなど送っていただき事前分析を進めまデータなど送っていただき事前分析を進めまデータなど送っていただき事前分析を進めまデータなど送っていただき事前分析を進めま

す。す。す。す。

契約契約契約契約 基礎データ提供基礎データ提供基礎データ提供基礎データ提供 事前分析事前分析事前分析事前分析

委託契約、守秘義務契約委託契約、守秘義務契約委託契約、守秘義務契約委託契約、守秘義務契約 財務、ＢＩＳデータ等財務、ＢＩＳデータ等財務、ＢＩＳデータ等財務、ＢＩＳデータ等 財務分析、ＶａＲ算出等財務分析、ＶａＲ算出等財務分析、ＶａＲ算出等財務分析、ＶａＲ算出等

事前分析がある程度進んだ段階で現地ＪＡに出向き、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメ事前分析がある程度進んだ段階で現地ＪＡに出向き、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメ事前分析がある程度進んだ段階で現地ＪＡに出向き、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメ事前分析がある程度進んだ段階で現地ＪＡに出向き、ＰＤＣＡからみたリスクマネジメ

ントの有効性評価や不足しているデータの収集を企画、信用部門を中心に行います。ントの有効性評価や不足しているデータの収集を企画、信用部門を中心に行います。ントの有効性評価や不足しているデータの収集を企画、信用部門を中心に行います。ントの有効性評価や不足しているデータの収集を企画、信用部門を中心に行います。

リスクアセスメント評価実施後、分析・評価を進め、報告書としてとりまとめます。リスクアセスメント評価実施後、分析・評価を進め、報告書としてとりまとめます。リスクアセスメント評価実施後、分析・評価を進め、報告書としてとりまとめます。リスクアセスメント評価実施後、分析・評価を進め、報告書としてとりまとめます。

現地調査現地調査現地調査現地調査 本格分析本格分析本格分析本格分析 報告書作成報告書作成報告書作成報告書作成

ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ評価の実施ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ評価の実施ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ評価の実施ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ評価の実施 総合リスク量の算出総合リスク量の算出総合リスク量の算出総合リスク量の算出 課題認識の共有化課題認識の共有化課題認識の共有化課題認識の共有化

分析データの収集分析データの収集分析データの収集分析データの収集 収支・リスク分析収支・リスク分析収支・リスク分析収支・リスク分析 経営者への報告経営者への報告経営者への報告経営者への報告
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Ⅴ.リスクアセスメント評価の期間、手順

� リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算リスクアセスメント評価の期間、手順と予算

� リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間リスクアセスメント評価の手順と期間

前述のような手順で進めますが、これまでに実施したＪＡにおいては役員報告まで完前述のような手順で進めますが、これまでに実施したＪＡにおいては役員報告まで完前述のような手順で進めますが、これまでに実施したＪＡにおいては役員報告まで完前述のような手順で進めますが、これまでに実施したＪＡにおいては役員報告まで完

了するまでに２～３か月を要しています。了するまでに２～３か月を要しています。了するまでに２～３か月を要しています。了するまでに２～３か月を要しています。

期間的には契約後、事前分析と事前調査までに１か月、本格分析に１か月、事前打期間的には契約後、事前分析と事前調査までに１か月、本格分析に１か月、事前打期間的には契約後、事前分析と事前調査までに１か月、本格分析に１か月、事前打期間的には契約後、事前分析と事前調査までに１か月、本格分析に１か月、事前打

ち合わせ、役員報告の完了までに１か月を要しています。ち合わせ、役員報告の完了までに１か月を要しています。ち合わせ、役員報告の完了までに１か月を要しています。ち合わせ、役員報告の完了までに１か月を要しています。

� リスクアセスメント評価に関わる予算リスクアセスメント評価に関わる予算リスクアセスメント評価に関わる予算リスクアセスメント評価に関わる予算

リスクアセスメント評価に関わる全体の期間が２～３か月程度、報告書のとりまとめをリスクアセスメント評価に関わる全体の期間が２～３か月程度、報告書のとりまとめをリスクアセスメント評価に関わる全体の期間が２～３か月程度、報告書のとりまとめをリスクアセスメント評価に関わる全体の期間が２～３か月程度、報告書のとりまとめを

含めた作業人日数に２０人日前後を要していることから、リスクアセスメント評価に関わ含めた作業人日数に２０人日前後を要していることから、リスクアセスメント評価に関わ含めた作業人日数に２０人日前後を要していることから、リスクアセスメント評価に関わ含めた作業人日数に２０人日前後を要していることから、リスクアセスメント評価に関わ

る経費は２５０万円程度になります。る経費は２５０万円程度になります。る経費は２５０万円程度になります。る経費は２５０万円程度になります。

なお、直接経費に関しては現地調査に関わる旅費、役員報告に関わる旅費などの直なお、直接経費に関しては現地調査に関わる旅費、役員報告に関わる旅費などの直なお、直接経費に関しては現地調査に関わる旅費、役員報告に関わる旅費などの直なお、直接経費に関しては現地調査に関わる旅費、役員報告に関わる旅費などの直

接費のご負担をお願いしております。接費のご負担をお願いしております。接費のご負担をお願いしております。接費のご負担をお願いしております。
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Ⅴ.リスクアセスメント評価の期間、手順

� リスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データ

� リスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータ

○財務○財務○財務○財務、リスク、リスク、リスク、リスク管理管理管理管理

当組合のディスクロ誌（過去３年分）当組合のディスクロ誌（過去３年分）当組合のディスクロ誌（過去３年分）当組合のディスクロ誌（過去３年分） 紙紙紙紙 もしくはデータもしくはデータもしくはデータもしくはデータ

管理会計の管理表（総括表）管理会計の管理表（総括表）管理会計の管理表（総括表）管理会計の管理表（総括表） （現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）

リスク管理体系が把握できるものリスク管理体系が把握できるものリスク管理体系が把握できるものリスク管理体系が把握できるもの （現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙

貸借対照表、損益計算書より入力データに入力し、返送ください。貸借対照表、損益計算書より入力データに入力し、返送ください。貸借対照表、損益計算書より入力データに入力し、返送ください。貸借対照表、損益計算書より入力データに入力し、返送ください。

定期預金、定期貯金の満期構成データ定期預金、定期貯金の満期構成データ定期預金、定期貯金の満期構成データ定期預金、定期貯金の満期構成データ 月別月別月別月別

合計残高試算表合計残高試算表合計残高試算表合計残高試算表 今年度、今年度、今年度、今年度、昨年度昨年度昨年度昨年度

○ＡＬＭ関連○ＡＬＭ関連○ＡＬＭ関連○ＡＬＭ関連

GPSGPSGPSGPS管理表（過去１年四半期別）データ管理表（過去１年四半期別）データ管理表（過去１年四半期別）データ管理表（過去１年四半期別）データ BISBISBISBISシステムシステムシステムシステム

キャシュフロー種類別作業表（過去１年四半期別）データキャシュフロー種類別作業表（過去１年四半期別）データキャシュフロー種類別作業表（過去１年四半期別）データキャシュフロー種類別作業表（過去１年四半期別）データ BISBISBISBISシステムシステムシステムシステム

○有価○有価○有価○有価証券証券証券証券関係関係関係関係 コスモスコスモスコスモスコスモス

センシティビティマトリックスセンシティビティマトリックスセンシティビティマトリックスセンシティビティマトリックス データデータデータデータ

ポジションデータポジションデータポジションデータポジションデータ excelexcelexcelexcel ミドル権限で作成ミドル権限で作成ミドル権限で作成ミドル権限で作成

評価損益管理表評価損益管理表評価損益管理表評価損益管理表 bakbakbakbakデータデータデータデータ
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Ⅴ.リスクアセスメント評価の期間、手順

� リスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データリスクアセスメント評価の使用データ

� リスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータリスクアセスメント評価に使用するデータ

○貸出○貸出○貸出○貸出

貸出関連ＢＩＳデータ（現地調査時に提供いただきます）貸出関連ＢＩＳデータ（現地調査時に提供いただきます）貸出関連ＢＩＳデータ（現地調査時に提供いただきます）貸出関連ＢＩＳデータ（現地調査時に提供いただきます）

担保評価表担保評価表担保評価表担保評価表 （現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙（現地調査時に提供いただきます）紙

査定結果（個別）の電子ファイル査定結果（個別）の電子ファイル査定結果（個別）の電子ファイル査定結果（個別）の電子ファイル （現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）（現地調査時に提供いただきます）

１件別貸出のレコードフォーマット１件別貸出のレコードフォーマット１件別貸出のレコードフォーマット１件別貸出のレコードフォーマット 紙もしくはデータ（現地調査時に提供いただきます）紙もしくはデータ（現地調査時に提供いただきます）紙もしくはデータ（現地調査時に提供いただきます）紙もしくはデータ（現地調査時に提供いただきます）

○自己○自己○自己○自己資本資本資本資本比率比率比率比率

BISBISBISBISシステム単体自己資本比率（決算月末と比較時点の月末）システム単体自己資本比率（決算月末と比較時点の月末）システム単体自己資本比率（決算月末と比較時点の月末）システム単体自己資本比率（決算月末と比較時点の月末）

BISBISBISBISシステム単体自己資本比率付表システム単体自己資本比率付表システム単体自己資本比率付表システム単体自己資本比率付表１１１１

○○○○経済事業経済事業経済事業経済事業

課題課題課題課題があると思われる個別の経済事業、優良であると思われる事業を選んで過去のデータがあると思われる個別の経済事業、優良であると思われる事業を選んで過去のデータがあると思われる個別の経済事業、優良であると思われる事業を選んで過去のデータがあると思われる個別の経済事業、優良であると思われる事業を選んで過去のデータを所定のシートに入力を所定のシートに入力を所定のシートに入力を所定のシートに入力し、返送し、返送し、返送し、返送

くださいくださいくださいください。Ｅｘｃｅｌ様式を送ります。。Ｅｘｃｅｌ様式を送ります。。Ｅｘｃｅｌ様式を送ります。。Ｅｘｃｅｌ様式を送ります。
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Ⅵ. ㈱協同経済経営研究所会社概要

� 会社概要会社概要会社概要会社概要

１．設立１．設立１．設立１．設立経緯経緯経緯経緯

平成平成平成平成１６年に農大市場（株式会社メルカード東京農大：初代１６年に農大市場（株式会社メルカード東京農大：初代１６年に農大市場（株式会社メルカード東京農大：初代１６年に農大市場（株式会社メルカード東京農大：初代 代表取締役代表取締役代表取締役代表取締役 鈴木充夫教授）が鈴木充夫教授）が鈴木充夫教授）が鈴木充夫教授）が

大学発の学生ベンチャー企業として設立され、この株式会社メルカード東京農大に関連する業大学発の学生ベンチャー企業として設立され、この株式会社メルカード東京農大に関連する業大学発の学生ベンチャー企業として設立され、この株式会社メルカード東京農大に関連する業大学発の学生ベンチャー企業として設立され、この株式会社メルカード東京農大に関連する業

務を支援するために平成１７年に設立されたのが、当社の前身である「株式会社メルカードシ務を支援するために平成１７年に設立されたのが、当社の前身である「株式会社メルカードシ務を支援するために平成１７年に設立されたのが、当社の前身である「株式会社メルカードシ務を支援するために平成１７年に設立されたのが、当社の前身である「株式会社メルカードシ

ステマ」です。ステマ」です。ステマ」です。ステマ」です。

その後その後その後その後、衛生画像による解析業務（ＧＩＳ）を加えて地域農業の発展のために貢献してきまし、衛生画像による解析業務（ＧＩＳ）を加えて地域農業の発展のために貢献してきまし、衛生画像による解析業務（ＧＩＳ）を加えて地域農業の発展のために貢献してきまし、衛生画像による解析業務（ＧＩＳ）を加えて地域農業の発展のために貢献してきまし

たが、地域農業の発展にとどまらず広く地域・現場をサポートする観点から、また現場におけるたが、地域農業の発展にとどまらず広く地域・現場をサポートする観点から、また現場におけるたが、地域農業の発展にとどまらず広く地域・現場をサポートする観点から、また現場におけるたが、地域農業の発展にとどまらず広く地域・現場をサポートする観点から、また現場における

実際の農協経営に貢献するために、農協経営における総合的リスクマネジメントコンサル業務実際の農協経営に貢献するために、農協経営における総合的リスクマネジメントコンサル業務実際の農協経営に貢献するために、農協経営における総合的リスクマネジメントコンサル業務実際の農協経営に貢献するために、農協経営における総合的リスクマネジメントコンサル業務

を加えて、平成２３年２月よりを加えて、平成２３年２月よりを加えて、平成２３年２月よりを加えて、平成２３年２月より『『『『株式会社株式会社株式会社株式会社 協同経済経営研究所協同経済経営研究所協同経済経営研究所協同経済経営研究所 代表取締役代表取締役代表取締役代表取締役 鈴木充夫（現鈴木充夫（現鈴木充夫（現鈴木充夫（現

東京農大教授）東京農大教授）東京農大教授）東京農大教授）』』』』に社名を変更して再出発いたしました。に社名を変更して再出発いたしました。に社名を変更して再出発いたしました。に社名を変更して再出発いたしました。

※※※※メルカードとは、スペイン語でメルカードとは、スペイン語でメルカードとは、スペイン語でメルカードとは、スペイン語で『『『『市場市場市場市場』』』』の意味。の意味。の意味。の意味。
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Ⅵ. ㈱協同経済経営研究所会社概要

� 会社概要会社概要会社概要会社概要

２．運営２．運営２．運営２．運営の基本コンセプトの基本コンセプトの基本コンセプトの基本コンセプト

基本基本基本基本コンセプトは、すでに設立経緯でも示されているように、現場の農協経営の改善や地域コンセプトは、すでに設立経緯でも示されているように、現場の農協経営の改善や地域コンセプトは、すでに設立経緯でも示されているように、現場の農協経営の改善や地域コンセプトは、すでに設立経緯でも示されているように、現場の農協経営の改善や地域

農業の発展に具体的に貢献するため、現場を徹底的に応援し、改善や改革に寄与すること目農業の発展に具体的に貢献するため、現場を徹底的に応援し、改善や改革に寄与すること目農業の発展に具体的に貢献するため、現場を徹底的に応援し、改善や改革に寄与すること目農業の発展に具体的に貢献するため、現場を徹底的に応援し、改善や改革に寄与すること目

標に据えております。標に据えております。標に据えております。標に据えております。

農協農協農協農協の総合的リスクマネジメントのコンサルでは、いくつかの農協の現場での実践事例を踏の総合的リスクマネジメントのコンサルでは、いくつかの農協の現場での実践事例を踏の総合的リスクマネジメントのコンサルでは、いくつかの農協の現場での実践事例を踏の総合的リスクマネジメントのコンサルでは、いくつかの農協の現場での実践事例を踏

まえて、信用事業・経済事業といった総合事業を営む農協の実情や実務の現場を想定した、よまえて、信用事業・経済事業といった総合事業を営む農協の実情や実務の現場を想定した、よまえて、信用事業・経済事業といった総合事業を営む農協の実情や実務の現場を想定した、よまえて、信用事業・経済事業といった総合事業を営む農協の実情や実務の現場を想定した、よ

り実践的かつ具体的なソリューションの提供を行います。そのため、農協経営指導の実務経験り実践的かつ具体的なソリューションの提供を行います。そのため、農協経営指導の実務経験り実践的かつ具体的なソリューションの提供を行います。そのため、農協経営指導の実務経験り実践的かつ具体的なソリューションの提供を行います。そのため、農協経営指導の実務経験

者や会計、金融工学などの分野の外部の専門家とのネットワークにより、優れた専門性と蓄積者や会計、金融工学などの分野の外部の専門家とのネットワークにより、優れた専門性と蓄積者や会計、金融工学などの分野の外部の専門家とのネットワークにより、優れた専門性と蓄積者や会計、金融工学などの分野の外部の専門家とのネットワークにより、優れた専門性と蓄積

されたノウハウによって個別の農協の実情にあわせた現実的な経営改善策の策定とリスクマされたノウハウによって個別の農協の実情にあわせた現実的な経営改善策の策定とリスクマされたノウハウによって個別の農協の実情にあわせた現実的な経営改善策の策定とリスクマされたノウハウによって個別の農協の実情にあわせた現実的な経営改善策の策定とリスクマ

ネジメント態勢の構築を行っています。ネジメント態勢の構築を行っています。ネジメント態勢の構築を行っています。ネジメント態勢の構築を行っています。

農協農協農協農協の総合的リスクマネジメントの目的は、経営の継続性（ゴーイングコンサーン）の確保との総合的リスクマネジメントの目的は、経営の継続性（ゴーイングコンサーン）の確保との総合的リスクマネジメントの目的は、経営の継続性（ゴーイングコンサーン）の確保との総合的リスクマネジメントの目的は、経営の継続性（ゴーイングコンサーン）の確保と

安定した収益水準の維持、そしてリスクマネジメントによる自らの継続的な経営の改善と改革安定した収益水準の維持、そしてリスクマネジメントによる自らの継続的な経営の改善と改革安定した収益水準の維持、そしてリスクマネジメントによる自らの継続的な経営の改善と改革安定した収益水準の維持、そしてリスクマネジメントによる自らの継続的な経営の改善と改革

の実践が行われるようになることを最終目標にしていますの実践が行われるようになることを最終目標にしていますの実践が行われるようになることを最終目標にしていますの実践が行われるようになることを最終目標にしています。。。。
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Ⅵ. ㈱協同経済経営研究所会社概要

� 会社概要会社概要会社概要会社概要

３．構成員３．構成員３．構成員３．構成員

現在の当研究所の構成メンバーは以下のとおりです。現在の当研究所の構成メンバーは以下のとおりです。現在の当研究所の構成メンバーは以下のとおりです。現在の当研究所の構成メンバーは以下のとおりです。

� 会会会会 長長長長 森田森田森田森田 松太郎松太郎松太郎松太郎 前ＪＡ全国監査機構前ＪＡ全国監査機構前ＪＡ全国監査機構前ＪＡ全国監査機構 委員長委員長委員長委員長

㈱日本㈱日本㈱日本㈱日本ビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスソリューション 代表取締役代表取締役代表取締役代表取締役

公認公認公認公認会計士会計士会計士会計士

� 代表代表代表代表取締役取締役取締役取締役 鈴木鈴木鈴木鈴木 充夫充夫充夫充夫 東京東京東京東京農業大学農業大学農業大学農業大学 教授教授教授教授

農学農学農学農学博士博士博士博士

� 取締役取締役取締役取締役専務専務専務専務 加島加島加島加島 徹徹徹徹 前ＪＣ前ＪＣ前ＪＣ前ＪＣ総研総研総研総研 主席研究員主席研究員主席研究員主席研究員

㈱日本㈱日本㈱日本㈱日本ビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスソリューションビジネスソリューション 主席研究員主席研究員主席研究員主席研究員

東京東京東京東京農業農業農業農業大学大学大学大学 客員研究員客員研究員客員研究員客員研究員

農業農業農業農業経済学経済学経済学経済学博士博士博士博士

� 上席上席上席上席研究員研究員研究員研究員 櫻井櫻井櫻井櫻井 勇勇勇勇 ＪＣＪＣＪＣＪＣ総研総研総研総研 客員研究員客員研究員客員研究員客員研究員

前全国農業協同組合中央会前全国農業協同組合中央会前全国農業協同組合中央会前全国農業協同組合中央会
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Ⅶ 免責、および前提条件

� 受託者は監査手続を実施していない。したがって、対象事業、事象の財務情報に対していかなる意見を表明するものではなく、かつ、受託者は監査手続を実施していない。したがって、対象事業、事象の財務情報に対していかなる意見を表明するものではなく、かつ、受託者は監査手続を実施していない。したがって、対象事業、事象の財務情報に対していかなる意見を表明するものではなく、かつ、受託者は監査手続を実施していない。したがって、対象事業、事象の財務情報に対していかなる意見を表明するものではなく、かつ、

いかなる意味においても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。財務情報以外の法令等コンプライアンスいかなる意味においても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。財務情報以外の法令等コンプライアンスいかなる意味においても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。財務情報以外の法令等コンプライアンスいかなる意味においても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。財務情報以外の法令等コンプライアンス

に抵触する事象に関しても内部統制の監査手続きを実施しておらず、いかなる意見を表明するものではなく、かつ、いかなる意味にに抵触する事象に関しても内部統制の監査手続きを実施しておらず、いかなる意見を表明するものではなく、かつ、いかなる意味にに抵触する事象に関しても内部統制の監査手続きを実施しておらず、いかなる意見を表明するものではなく、かつ、いかなる意味にに抵触する事象に関しても内部統制の監査手続きを実施しておらず、いかなる意見を表明するものではなく、かつ、いかなる意味に

おいても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。また、業務完了後の財務ならびにコンプライアンスに関おいても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。また、業務完了後の財務ならびにコンプライアンスに関おいても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。また、業務完了後の財務ならびにコンプライアンスに関おいても監査証明またはそれに類似した証明・保証を与えるものではない。また、業務完了後の財務ならびにコンプライアンスに関

する発生事象について追跡調査する責務を負わない。する発生事象について追跡調査する責務を負わない。する発生事象について追跡調査する責務を負わない。する発生事象について追跡調査する責務を負わない。

� 本件業務は業務アドバイザリー契約であり、業務の過程において貴組合に提案するアイデア、コンセプトに基づき、貴組合が検討し、本件業務は業務アドバイザリー契約であり、業務の過程において貴組合に提案するアイデア、コンセプトに基づき、貴組合が検討し、本件業務は業務アドバイザリー契約であり、業務の過程において貴組合に提案するアイデア、コンセプトに基づき、貴組合が検討し、本件業務は業務アドバイザリー契約であり、業務の過程において貴組合に提案するアイデア、コンセプトに基づき、貴組合が検討し、

経営意思として決定した内容および結果については、何らかの証明・保証を与えるものではなく、貴組合自らの経営意思に基づく結経営意思として決定した内容および結果については、何らかの証明・保証を与えるものではなく、貴組合自らの経営意思に基づく結経営意思として決定した内容および結果については、何らかの証明・保証を与えるものではなく、貴組合自らの経営意思に基づく結経営意思として決定した内容および結果については、何らかの証明・保証を与えるものではなく、貴組合自らの経営意思に基づく結

果であり、証明・保証等の責務を負わない。果であり、証明・保証等の責務を負わない。果であり、証明・保証等の責務を負わない。果であり、証明・保証等の責務を負わない。

� 本件業務の遂行過程において本件業務の遂行過程において本件業務の遂行過程において本件業務の遂行過程において受託者受託者受託者受託者が作成し、が作成し、が作成し、が作成し、貴組合貴組合貴組合貴組合に提出する報告書その他のドキュメント等（以下、「本件成果物」という。）にに提出する報告書その他のドキュメント等（以下、「本件成果物」という。）にに提出する報告書その他のドキュメント等（以下、「本件成果物」という。）にに提出する報告書その他のドキュメント等（以下、「本件成果物」という。）に

対する著作権、およびそれらに含まれるノウハウ、コンセプト、アイディアその他の知的財産権は、すべて対する著作権、およびそれらに含まれるノウハウ、コンセプト、アイディアその他の知的財産権は、すべて対する著作権、およびそれらに含まれるノウハウ、コンセプト、アイディアその他の知的財産権は、すべて対する著作権、およびそれらに含まれるノウハウ、コンセプト、アイディアその他の知的財産権は、すべて業務受託者業務受託者業務受託者業務受託者に帰属するに帰属するに帰属するに帰属する。。。。

� 秘密保持義務に違反しない限度で、本件成果物およびこれに含まれるノウハウ、コンセプトまたはアイディア等を、秘密保持義務に違反しない限度で、本件成果物およびこれに含まれるノウハウ、コンセプトまたはアイディア等を、秘密保持義務に違反しない限度で、本件成果物およびこれに含まれるノウハウ、コンセプトまたはアイディア等を、秘密保持義務に違反しない限度で、本件成果物およびこれに含まれるノウハウ、コンセプトまたはアイディア等を、貴組合貴組合貴組合貴組合以外の第以外の第以外の第以外の第

三者に対する本件業務と同一または同種の業務の遂行に使用することができる。三者に対する本件業務と同一または同種の業務の遂行に使用することができる。三者に対する本件業務と同一または同種の業務の遂行に使用することができる。三者に対する本件業務と同一または同種の業務の遂行に使用することができる。
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ここに記載されている情報は、あくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。的確な情報をタイムリーに提供するよう努めていますが、

情報を受け取られた時点以降においての正確性は保証の限りではありません。なんらかの行動をとられる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、特定の状況を綿密に調査したうえでプロ

フェッショナルが下す適切なアドバイスに従ってください。

� 問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先問い合わせ先

加島加島加島加島 徹（かしま徹（かしま徹（かしま徹（かしま とおる）とおる）とおる）とおる）

㈱協同経済経営研究所㈱協同経済経営研究所㈱協同経済経営研究所㈱協同経済経営研究所

〒１０４－００５３〒１０４－００５３〒１０４－００５３〒１０４－００５３

東京都中央区晴海３東京都中央区晴海３東京都中央区晴海３東京都中央区晴海３----６６６６----８ｰ１７１５８ｰ１７１５８ｰ１７１５８ｰ１７１５

℡℡℡℡ ０３－６３２０－５２８５０３－６３２０－５２８５０３－６３２０－５２８５０３－６３２０－５２８５

eeee----mail: mail: mail: mail: torutorutorutoru----kashima@ceamkashima@ceamkashima@ceamkashima@ceam----ri.comri.comri.comri.com

ホームページ：ホームページ：ホームページ：ホームページ： http://www.ceamhttp://www.ceamhttp://www.ceamhttp://www.ceam----ri.comri.comri.comri.com


